
「第４３１回 判例・事例研究会」 

テーマ：労働施策推進法等の改正 

 

 

日   時 

 

令和７年７月１６日 

 

場   所 

 

湊総合法律事務所 第１会議室 

 

報 告 者 

 

弁護士  野坂真理子 

 

 

◆労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に

関する法律等の一部を改正する法律の概要 

（令和７年法律第 63号、令和７年６月１１日公布） 

 

＜改正の対象となる法律＞ 

①  労働施策総合推進法←パワハラ対策などを義務付けた法律 

②  男女雇用機会均等法 

③  女性活躍推進法 

 

 

＜主な内容＞ 

１．ハラスメント対策の強化【労働施策総合推進法、男女雇用機会均等法】 

① カスタマーハラスメント1防止のため、事業主に雇用管理上必要な措置を義務

付け、国が指針を示すとともに、カスタマーハラスメントに起因する問題に関す

る国、事業主、労働者及び顧客等の責務を明確化する。 

 

② 求職者等に対するセクシュアルハラスメントを防止するため、事業主に雇用

管理上必要な措置を義務付け、国が指針を示すとともに、求職者等に対するセク

シュアルハラスメントに起因する問題に関する国、事業主及び労働者の責務を

明確化する。 

 

③カスハラ、就活セクハラに関する申告、申告への事実確認の協力等に対する不

利益取り扱いの禁止 

 
1 職場において行われる顧客、取引の相手方、施設の利用者その他の当該事業主の行う事

業に関係を有する者の言動であって、その雇用する労働者が従事する業務の性質その他の

事情に照らして社会通念上許容される範囲を超えたものにより当該労働者の就業環境を害

すること 



 

④職場におけるハラスメントを行ってはならないことについて国民の規範意識

を醸成するために、啓発活動を行う国の責務を定める。 

 

 

２．女性活躍の推進【女性活躍推進法】 

① 男女間賃金差異及び女性管理職比率の情報公表を、常時雇用する労働者の数

が 101人以上の一般事業主及び特定事業主に義務付ける。 

 

② 女性活躍推進法の有効期限（令和８年３月３１日まで）を令和１８年３月３

１日まで、１０年間延長する。 

 

③ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の健康上の特性に配

慮して行われるべき旨を、基本原則において明確化する。 

 

④ 政府が策定する女性活躍の推進に関する基本方針の記載事項の一つに、ハラ

スメント対策を位置付ける。 

 

⑤ 女性活躍の推進に関する取組が特に優良な事業主に対する特例認定制度（プ

ラチナえるぼし）の認定要件に、求職者等に対するセクシュアルハラスメント防

止に係る措置の内容を公表していることを追加する。 

 

 

３．治療と仕事の両立支援の推進【労働施策総合推進法】 

事業主に対し、職場における治療と就業の両立を促進するため必要な措置を講

じる努力義務を課すとともに、当該措置の適切・有効な実施を図るための指針の

根拠規定を整備する。 

 

 

※施行期日 

公布の日から起算して１年６月以内で政令で定める日 （ただし、１③及び２②

から④までは公布日、２①及び⑥並びに３は令和８年４月１日） 

 

※今後、指針が公表される予定であるため、企業としては同指針に基づく対応が

必要 

 


